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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

中間連結会計期間
第54期

中間連結会計期間
第53期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 4,648,104 5,794,474 10,045,586

経常利益又は経常損失(△) (千円) △4,448,383 91,194 △ 4,114,510

親会社株主に帰属する中間純利益又
は親会社株主に帰属する中間(当期)
純損失(△)

(千円) △4,229,062 401,720 △ 3,777,621

中間包括利益又は包括利益 (千円) △1,393,974 △2,931,967 3,531,951

純資産額 (千円) 32,300,801 33,464,339 37,259,391

総資産額 (千円) 40,372,113 43,159,575 46,838,448

１株当たり中間純利益又は１株当た
り中間(当期)純損失(△)

(円) △189.88 18.05 △ 169.82

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益

(円) ― 18.02 ―

自己資本比率 (％) 79.7 77.4 79.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 3,816,820 △1,155,400 2,509,798

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △3,495,276 △124,428 △3,562,671

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,385,180 918,372 △385,206

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高

(千円) 1,892,432 1,156,755 1,519,890
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　第53期中間連結会計期間及び第53期における潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在

株式は存在するものの、１株当たり中間(当期)純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
（１）当期の経営成績の概況

＜外部環境について＞

グローバルデータインテリジェンス事業が属するデジタルインテリジェンス市場につきましては、Cellebrite DI

Ltd.(以下、「Cellebrite社」という。)のCase-to-Closureプラットフォームが市場で反響を呼んでおり、新しい

InsEYEtsデジタルフォレンジックソフトウェアの支持が高まっていることが窺えます。また、InsEYEts等の最新鋭の

デジタルインテリジェンスツールは今や必要不可欠なソリューションとなっており、日本国内においても

「InsEYEts」の導入が法的執行機関を中心に広がりを見せております。

エンターテインメント関連事業のうち、パチンコ・パチスロ市場につきましては、2022年11月からスマート遊技機

が導入され始め、稼働が好調なタイトルがでてきたことも影響し、スマートパチスロを中心に新台の需要が高まって

きております。一方、世界的な半導体不足による供給難は回復の傾向が見えてきましたが、継続している原価高騰、

パチンコホールの減少等、将来的な不透明感が依然として存在しております。

ゲームコンテンツ市場につきましては、コロナ禍においては、在宅で楽しめるエンターテインメントとしての地位

を確立しましたが、他のレジャーの消費も回復した現在は、先進諸国ではやや縮小の傾向が見られます。また、技術

の進歩によりゲーム開発はパソコン一台、一人からできる時代となり、各プラットフォームでリリースされるゲーム

の数も拡大傾向にあるため、競争が激化している状態にあります。

新規IT関連事業のうち、IoT市場につきましては、人手不足解消や生産性向上として遠隔地からアクセスする監視/

制御システムの需要は増加しており、当社の強みである長時間安定稼働運用を可能とする産業用ネットワーク機器

「Rooster」の導入が広がりを見せております。また各通信キャリアが2026年３月までに3G回線を順次停波するため、

3GからLTE（4G）へのマイグレーションが順調に進んでおります。半導体全体の供給については回復しつつあるもの

の、部材高騰は続いており、当社製品の供給や利益に影響が出る可能性もあり、現時点では不透明な状況にありま

す。

上記のように、市場環境が不透明な主力事業も存在する中、当社グループの更なる業績向上を図るため、IoT・AR・

AI等の最新技術を活用していく社会的な流れを汲み、新たな主力製品・サービスの構築に取り組んでまいります。

 
＜競争優位性＞

グローバルデータインテリジェンス事業につきましては、デジタル証拠量の爆発的な増加に加え、テクノロジーに

精通した犯罪者（組織）に対峙する法的執行機関に対して、捜査リソースの生産性を向上させるための最新鋭なデジ

タルインテリジェンスツールと共に、トレーニング及びサービスを長年に渡り提供しております。2024年１月にリ

リースいたしました次世代ソリューション「InsEYEts」は、「Premium」の高度な抽出と次世代の「UFED」を組み合わ

せると同時に、「Physical Analyzer（リーダー含む）」・「Cloud」・「Commander」の機能を包括するオールイン型

のデジタルフォレンジックソリューションとなり、捜査機関の業務時間を大幅に短縮することに貢献いたします。日

本市場においては2024年４月から本格納入を開始いたしました。また、2024年８月にはブロックチェーンインテリ

ジェンス大手の米国TRM Lab社と日本国内における戦略的販売パートナーシップ契約を締結し、米国・中南米・欧州・

アジア太平洋地域における法的執行機関・規制当局・税務当局・暗号資産取引所等において数多くの導入実績をもつ

同社製品の国内販売を積極的に進めてまいります。

エンターテインメント関連事業のうち、遊技機関連事業につきましては、業界及び顧客を特化することで、強力な

信頼関係の構築及び特定分野における表現力・技術力を蓄積し、高い商品力を有したコンテンツ開発や高品質の制御

基板開発を実現することで、競争優位性を高めております。

ゲームコンテンツ事業につきましては、知名度の高い「上海」ブランドを使ったコンシューマー機向けゲーム、モ

バイルゲームを社内で開発から運営まで完結し、コスト効率の良い収益を長期にわたり維持することが可能となって

おります。また、当社が多くのIPを保有する「レトロゲーム」ジャンルは、欧米市場を中心に人気が再来しており、
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その有効活用により更なる収益の拡大が見込める状況にあります。

新規IT関連事業につきましては、各通信キャリア・SIer等パートナーと強力な信頼関係を構築しつつ、長年培って

きた技術をベースに3G回線からLTE（4G）回線へのマイグレーションに関連した特許を取得し、技術的競争優位性を維

持しつつ、5GやエッジAIをキーワードに製品開発を進め、更なる競争力強化を図っております。産業用ネットワーク

機器「Rooster」はデュアルSIM対応で、それぞれ異なる通信キャリア回線により冗長化することが可能となりまし

た。これにより通信キャリア網が、障害発生時には自動検知し主回線から副回線に自動切換え、回線の通信断を防

ぎ、遠隔監視・制御・データ収集を止めることなく運用することができるようになり、販売が好調に推移しておりま

す。

IoT分野における導入から運用フェーズへの移行に際して、遠隔地に多数設置されたIoTデバイスの運用管理の負荷

が増大し、それをいかに軽減するかが課題になっております。この課題に対処するために、「SunDMS」は死活監視や

「Rooster」の一元管理を可能とし、遠隔でセキュアに運用管理を実現いたします。これにより、オンサイト保守にか

かる人員や稼働調整・移動時間等のコストを削減し、運用の負荷を大幅に削減することが可能となっております。さ

らに「SunDMS-Insight」の展開を進めております。これにより「おくだけセンサー」やPLC（Programmable Logic

Controller）等、あらゆるデバイスやネットワークデータを収集・制御・可視化することが可能となります。また、

将来的にはBI/AIによる集計・分析・検知を行い、IoT分野における遠隔運用管理の効率性やセキュリティを向上させ

競争優位性を確保してまいります。

 
＜経営施策＞

既存事業戦略を見直し、将来への成長基盤構築を目指して、2025年３月期を初年度とする３カ年の新中期経営計画

を策定いたしました。新中期経営計画の最終年度となる2027年３月期の定量目標として、売上高192億円・営業利益21

億円を目標に掲げております。

また、新中期経営計画以降では、持続的な成長と企業価値の増大を目指して売上高500億円・営業利益率15％を中長

期的な経営目標としております。

それらを実現するために、①既存事業の稼ぐ力の改善②新たな成長ドライバーの創出③事業を支える経営基盤の構

築を個別戦略テーマとして掲げ、事業部別には以下のように事業展開をしてまいります。

グローバルデータインテリジェンス事業につきましては、グローバルな人の安心・安全への貢献を目指し、その実

現に必要な製品・ソリューション・サービスを提供することとし、安定的な収益機会の獲得としてストックビジネス

の増加を目指しアップセル・クロスセルによる販売活動の強化と解約率の減少を進めてまいります。

また、新たな成長ドライバーの創出として、デジタルフォレンジックに拘らない新デジタルツール・ソリューショ

ンを提供するため、イスラエルをはじめとするこれまでのネットワークを活かした高付加価値製品の探索を進めてま

いります。

エンターテインメント事業につきましては、既存事業の稼ぐ力の改善として遊技機ビジネスにおける開発タイトル

数の増加及びゲームビジネスにおける新規IP開発や海外へのマーケティングを施策として進めてまいります。

新規IT関連事業につきましては、従来のハードウェア中心のビジネスからIoT、映像ソリューション・Rooster及び

ネットワークデータの収集・制御・可視化・分析といったソリューションビジネスの展開への移行を模索し、さらに

はデバイスデータをネットワーク上で人工知能（AI）を使って高度なデータ処理を行うといったインテリジェンス分

野への転換を進めてまいります。

また、収益力向上のため、2022年10月にマーケティング部と技術開発部を統合した研究開発部門を設立致しまし

た。今後の当社の事業展開を踏まえ、当面のテーマをデータビジネスの推進として、人工知能（AI）・情報セキュリ

ティ・ヘルスケアの技術開発を始めております。さらに研究開発に際しては、技術シーズを持つ大学との共同研究を

行い、差別化した製品開発を目指してまいります。

 
＜商品・サービスの概況＞

グローバルデータインテリジェンス事業につきましては、従来からの日本国内向けCellebrite製品であるデジタル

インテリジェンスに加え、脅威インテリジェンスやアクティブサイバーディフェンス関連商材及び関連サービス・サ

ポ―トの提供を進めております。新規取扱商品として通常目の届かないダークweb上の情報を検索できる

「Cybersixgill」の拡販を目指しており、業界向けの展示会に出展する等、積極的に取り組んでおります。

また、2024年８月に戦略的パートナーシップを締結したブロックチェーンインテリジェンス大手の米国TRM Lab社の

暗号資産取引分析ツールは暗号資産を悪用した犯罪の増加を背景に、出展した展示会等から多くの引き合いが寄せら

れております。日本国内における導入を加速すべく、拡販活動を積極的に進めてまいります。

エンターテインメント関連事業のうち、遊技機関連事業につきましては、パチンコ・パチスロの企画から設計・映
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像制作・プログラムまでのトータルコンテンツ開発と、制御基板の設計から製造までを一貫して受託しております。

また、コンテンツ開発のノウハウを活かし、スマートフォン向けのパチンコ・パチスロの実機シミュレーションアプ

リを展開しており、実機の市場での稼働貢献・コンテンツの知名度向上を図っております。

ゲームコンテンツ事業につきましては、レトロゲームIPを活用した企画を複数進めており、「いっき団結」

Nintendo Switch版を2024年４月18日にリリースしたほか、完全新作となるSteam（PC）向け「Ark of Charon」のアー

リーアクセス（フルリリースに向けて開発段階からゲームをプレイできるようにすること）を７月９日より開始いた

しました。また、最大16人でプレイ可能なNintendo Switch用ソフト「いっき団結」のパッケージ版を９月19日に発売

いたしました。

新規IT関連事業につきましては、複数の大手飲料オペレーターが管理コスト削減や商品補充等のオペレーションの

効率化を図るため、飲料自販機向け戦略製品「A330」・「A900」が採用され既に50万台以上が導入されました。

Rooster等のルータ製品においては回線冗長化及びデバイスマネジメントサービス「SunDMS」との連携で他社との差別

化を打ち出し、売上高も堅調に推移しております。また、更なる事業拡大に向けAI画像解析搭載可能なエッジコン

ピュータとして2023年９月に「LBX8110」をリリースいたしました。エッジコンピュータは新たなIoT領域での新商材

となり、画像解析等のAI技術をベースに新たなソリューションを提供いたします。また、センサーデバイス「おくだ

けセンサー」については食品衛生管理（HACCP）での温度管理や加速度（振動）センサーによる予知保全として、本格

導入フェーズとなりました。また、2024年９月には映像セキュリティにモバイルネットワークをプラスすることで、

回線工事やネットワークセキュリティの手間から解放され、手軽に遠隔監視を実現する「Roosterカメラソリューショ

ン」をリリースいたしました。

 
＜損益計算書(連結)について＞

全体の売上高は、2025年３月期からの新中期経営計画に沿った既存事業戦略の強化が実を結んだこと等により、57

億94百万円(前年同期比24.7％増)となりました。当社グループが生み出す付加価値を示す売上総利益につきまして

は、売上高の伸びがあったものの、原材料高騰の影響等を受けて14億95百万円(前年同期比7.3％増)となり、売上総利

益率は25.8％(同4.2pt減)となりました。

 
連結売上高

セグメント
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

グローバルデータインテリジェンス 484 577 19.0

エンターテインメント関連 2,742 3,633 32.5

新規IT関連 1,430 1,678 17.3

調整額 △9 △94 ―

合計 4,648 5,794 24.7
 

 
売上総利益

セグメント
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

グローバルデータインテリジェンス 110 143 30.4

エンターテインメント関連 814 766 △5.9

新規IT関連 458 490 6.8

調整額 9 94 ―

合計 1,393 1,495 7.3
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売上総利益率

セグメント
2024年３月期
中間期
（％）

2025年３月期
中間期
（％）

グローバルデータインテリジェンス 22.8 24.9

エンターテインメント関連 29.7 21.1

新規IT関連 32.1 29.2

合計 30.0 25.8
 

 
＜販売費及び一般管理費について＞

連結の販売費及び一般管理費は、15憶20百万円(前年同期比15.0％増)となりました。これは主に、今後の営業基盤

の強化やコーポレート機能強化のための経費の増加等によるものです。

 
販売費及び一般管理費

セグメント
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

グローバルデータインテリジェンス 51 68 35.0

エンターテインメント関連 482 470 △2.5

新規IT関連 354 385 8.7

調整額 434 595 ―

合計 1,322 1,520 15.0
 

 
研究開発費

セグメント
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

グローバルデータインテリジェンス ― 0 ―

エンターテインメント関連 323 290 △10.1

新規IT関連 109 115 5.8

調整額 66 58 ―

合計 499 465 △6.8
 

 
＜営業利益について＞

連結の営業損失は24百万円（前年同期は営業利益71百万円）となりました。これは、売上総利益が前年同期比で増

加したものの販売費および一般管理費が増加したことによるものです。

 
営業利益

セグメント
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

グローバルデータインテリジェンス 59 74 26.5

エンターテインメント関連 341 391 14.4

新規IT関連 104 105 0.5

調整額 △434 △595 ―

合計 71 △24 ―
 

 
＜経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益について＞

連結の経常利益は91百万円(前年同期は経常損失44億48百万円)となりました。これは、前年同期に当社が

Cellebrite社におけるデリバティブ評価損等を取り込み、持分法による投資損失44億98百万円を計上したことの反転

影響によるものです。また、親会社株主に帰属する中間純利益は税効果会計の影響があり、４億１百万円(前年同期は

親会社株主に帰属する中間純損失42億29百万円)となりました。

 

EDINET提出書類

サン電子株式会社(E02070)

半期報告書

 6/27



 

＜各セグメントの概況＞

[グローバルデータインテリジェンス事業]

 
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減額
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

売上高 484 577 92 19.0

セグメント利益 59 74 15 26.5
 

グローバルデータインテリジェンス事業につきましては、サブスクリプションビジネスでの受注金額増加等によ

り、前年同期比で増収増益となりました。

 
[エンターテインメント関連事業]

 
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減額
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

売上高 2,742 3,633 891 32.5

セグメント利益 341 391 49 14.4
 

遊技関連事業につきましては、受託開発したパチンコ・パチスロ遊技機の販売・稼働が好調であったため、前年同

期比で増収増益となりました。

 
[新規IT関連事業]

 
2024年３月期
中間期
（百万円）

2025年３月期
中間期
（百万円）

前年同期比
増減額
（百万円）

前年同期比
増減率
（％）

売上高 1,430 1,678 247 17.3

セグメント利益 104 105 0 0.5
 

M2M事業につきましては、販売が好調による増収であったものの、原材料高騰の影響や今後の営業基盤強化のための

経費の増加等があり、セグメント利益では前年同期比で0.5%の増加に留まりました。

 
（２）財政状態に関する説明

（資産、負債及び純資産の状況）

（資産）

総資産は431億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ36億78百万円の減少となりました。

流動資産は244億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億47百万円の増加となりました。主な増加要因とし

ては、その他８億38百万円及び受取手形及び売掛金７億27百万円の増加であります。一方、主な減少要因として

は、現金及び預金３億91百万円の減少であります。

固定資産は186億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ47億25百万円の減少となりました。主な減少要因とし

ては、投資有価証券47億６百万円の減少であります。

（負債）

負債は96億95百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億16百万円の増加となりました。流動負債は69億20百万

円となり、前連結会計年度末に比べ20億15百万円の増加となりました。主な増加要因としては、短期借入金17億98

百万円及びその他２億56百万円の増加であります。

固定負債は27億74百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億99百万円の減少となりました。減少要因として

は、繰延税金負債18億79百万円の減少であります。

（純資産）

純資産は334億64百万円となり、前連結会計年度末に比べ37億95百万円の減少となりました。主な減少要因として

は、その他有価証券評価差額金33億69百万円及び利益剰余金４億87百万円の減少であります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ３億

63百万円減少し、11億56百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、前年同期は38億16百万円の収入に対して、11億55百万円の支出となりました。主な減少要

因としては、預け金の増加額７億89百万円、売上債権の増加額７億12百万円及び法人税等の支払額３億64百万円であ

ります。主な増加要因としては、契約負債の増加額１億80百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、前年同期は34億95百万円の支出に対して、１億24百万円の支出となりました。主な減少要

因としては、有形固定資産の取得による支出52百万円及び無形固定資産の取得による支出46百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、前年同期は13億85百万円の支出に対して、９億18百万円の収入となりました。主な増加要

因としては、短期借入金の純増加額17億97百万円であります。主な減少要因としては、配当金の支払額８億89百万円

であります。

 
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（５）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、４億65百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,007,728 24,007,728
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株で
あります。

計 24,007,728 24,007,728 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。

 

（２） 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
（３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 24,007,728 ― 2,097,606 ― 2,111,073
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（５） 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東海エンジニアリング株式会社 愛知県名古屋市昭和区広路町字石坂26番地の2 4,267,600 19.2

Hebara Holdco II, L.P.
General Partner True Wind
Capital GP II, LLC Managing
Member Clammer Adam Herbert
(常任代理人 三田証券株式会社)

1209 Orange Street,Wilmington, New Castle
County DE 19801 USA
(東京都中央区日本橋兜町3-11)

4,239,600 19.0

OASIS INVESTMENTS II MASTER
FUND LTD.
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

MAPLES CORPORATE SERVICES LTD, PO BOX 309,
UGLAND HOUSE SOUTH CHURCH STREET, GEORGE
TOWN, GRAND CAYMAN KY1-1104, CAYMAN ISLANDS
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

2,031,672 9.1

OASIS JAPAN STRATEGIC FUND
LTD.
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

MAPLES CORPORATE SERVICES LTD, PO BOX 309,
UGLAND HOUSE SOUTH CHURCH STREET, GEORGE
TOWN, GRAND CAYMAN KY1-1104, CAYMAN ISLANDS
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

1,249,428 5.6

CGML PB CLIENT
ACCOUNT/COLLATERAL
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF, LONDON E14 5LB
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

1,199,000 5.4

株式会社藤商事 大阪府大阪市中央区内本町1丁目1番4号 940,000 4.2

内海倫江 愛知県名古屋市昭和区 680,000 3.1

渡辺恭江 愛知県名古屋市天白区 680,000 3.1

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD
AC ISG (FE－AC)
(常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内1丁目4番5号)

650,961 2.9

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
OMNIBUS－MARGIN (CASHPB)
(常任代理人 野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED
KINGDOM
(東京都中央区日本橋1丁目13-1)

515,264 2.3

計 － 16,453,525 73.9

 

(注) Hebara Holdco II, L.P.は、2024年６月10日に開始され同年８月15日をもって終了した当社の普通株式に対する

公開買付により、2024年８月22日をもって当社の主要株主となりました。
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（６） 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,743,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,259,300
 

 222,593
 

―

単元未満株式 普通株式 4,728
 

― ―

発行済株式総数  24,007,728
 

― ―

総株主の議決権 ―  222,593
 

―
 

 

② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
サン電子株式会社

愛知県江南市古知野町
朝日250番地

1,743,700 ― 1,743,700 7.26

計 ― 1,743,700 ― 1,743,700 7.26
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、フロンティア監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

（１） 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,732,014 1,340,201

  金銭の信託 14,200,000 14,200,000

  受取手形及び売掛金 ※  1,812,896 2,540,283

  未収入金 86,655 15,757

  製品 744,912 743,389

  仕掛品 447,404 393,729

  原材料 3,711,585 3,710,377

  その他 714,601 1,553,150

  貸倒引当金 △499 △299

  流動資産合計 23,449,570 24,496,590

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 949,043 949,043

   その他(純額) 630,967 667,378

   有形固定資産合計 1,580,010 1,616,421

  無形固定資産   

   のれん 457,630 423,007

   その他 229,538 209,077

   無形固定資産合計 687,169 632,084

  投資その他の資産   

   投資有価証券 20,663,685 15,956,946

   関係会社株式 1,000 1,000

   その他 457,012 456,532

   投資その他の資産合計 21,121,697 16,414,479

  固定資産合計 23,388,877 18,662,985

 資産合計 46,838,448 43,159,575
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,989,206 1,859,688

  短期借入金 1,095,392 2,893,445

  1年内返済予定の長期借入金 37,445 36,504

  未払費用 246,421 281,009

  未払法人税等 361,112 70,814

  前受金 63,373 217,544

  契約負債 891,842 1,072,641

  賞与引当金 149,664 161,375

  その他 70,553 327,397

  流動負債合計 4,905,012 6,920,421

 固定負債   

  長期借入金 257,366 239,269

  繰延税金負債 4,372,346 2,493,054

  再評価に係る繰延税金負債 9,920 9,920

  退職給付に係る負債 10,741 11,334

  その他 23,670 21,235

  固定負債合計 4,674,045 2,774,814

 負債合計 9,579,057 9,695,236

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,097,606 2,097,606

  資本剰余金 3,316,731 3,332,126

  利益剰余金 26,543,187 26,055,369

  自己株式 △3,643,498 △3,591,099

  株主資本合計 28,314,026 27,894,002

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9,269,293 5,899,928

  土地再評価差額金 △434,203 △434,203

  為替換算調整勘定 8,197 43,875

  その他の包括利益累計額合計 8,843,288 5,509,600

 株式引受権 24,012 14,565

 新株予約権 78,064 46,170

 純資産合計 37,259,391 33,464,339

負債純資産合計 46,838,448 43,159,575
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（２） 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 4,648,104 5,794,474

売上原価 3,254,613 4,298,980

売上総利益 1,393,491 1,495,494

販売費及び一般管理費 ※  1,322,034 ※  1,520,340

営業利益又は営業損失（△） 71,456 △24,845

営業外収益   

 受取利息及び配当金 15,730 142,957

 その他 25,807 4,104

 営業外収益合計 41,538 147,062

営業外費用   

 支払利息 1,823 9,548

 為替差損 29,640 13,731

 持分法による投資損失 4,498,420 ―

 自己株式取得費用 22,704 ―

 その他 8,789 7,742

 営業外費用合計 4,561,378 31,021

経常利益又は経常損失（△） △4,448,383 91,194

特別利益   

 固定資産売却益 ― 749

 新株予約権戻入益 476 16,878

 特別利益合計 476 17,628

特別損失   

 減損損失 ― 26,717

 子会社清算損 2,342 ―

 その他 0 0

 特別損失合計 2,342 26,717

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△4,450,248 82,105

法人税、住民税及び事業税 228,027 79,977

法人税等調整額 △449,213 △399,592

法人税等合計 △221,186 △319,615

中間純利益又は中間純損失（△） △4,229,062 401,720

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

△4,229,062 401,720
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △4,229,062 401,720

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,795,472 △3,369,365

 為替換算調整勘定 9,715 35,677

 持分法適用会社に対する持分相当額 1,029,900 ―

 その他の包括利益合計 2,835,087 △3,333,687

中間包括利益 △1,393,974 △2,931,967

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △1,393,974 △2,931,967
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（３） 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失(△)

△4,450,248 82,105

 減価償却費 119,285 117,833

 のれん償却額 26,315 34,623

 株式報酬費用 26,165 ―

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △198 △200

 賞与引当金の増減額（△は減少） △45,857 12,859

 受取利息及び受取配当金 △15,730 △142,957

 支払利息 1,823 9,548

 為替差損益（△は益） △19,370 12,738

 持分法による投資損益（△は益） 4,498,420 ―

 減損損失 ― 26,717

 新株予約権戻入益 △476 △16,878

 売上債権の増減額（△は増加） 796,132 △712,081

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,761,585 57,086

 仕入債務の増減額（△は減少） 522,999 △134,991

 前払費用の増減額（△は増加） △112,726 △37,213

 預け金の増減額（△は増加） ― △789,259

 契約負債の増減額（△は減少） 338,163 180,766

 未払費用の増減額（△は減少） 63,134 37,029

 預り金の増減額（△は減少） △391 51,867

 その他 △26,297 349,575

 小計 △40,444 △860,828

 利息及び配当金の受取額 15,730 35,550

 利息の支払額 △1,823 △9,548

 法人税等の支払額 △673 △364,495

 法人税等の還付額 3,844,031 43,920

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,816,820 △1,155,400
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △1 39,756

 金銭の信託の解約による収入 700,000 10,000,000

 金銭の信託の取得による支出 △4,000,000 △10,000,000

 投資有価証券の取得による支出 ― △11,900

 投資有価証券の償還による収入 46,484 ―

 有形固定資産の取得による支出 △87,435 △52,067

 無形固定資産の取得による支出 △159,916 △46,520

 その他 5,593 △53,697

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,495,276 △124,428

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △9,062 1,797,313

 長期借入金の返済による支出 △30,261 △23,944

 配当金の支払額 △452,648 △889,538

 ストックオプションの行使による収入 11,988 37,565

 自己株式の取得による支出 △903,099 △169

 その他 △2,097 △2,854

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,385,180 918,372

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,974 △1,677

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,041,662 △363,134

現金及び現金同等物の期首残高 2,934,094 1,519,890

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,892,432 ※  1,156,755
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下、「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下、「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ております。これによる中間連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連結

財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 
（追加情報）

（Cellebrite社における負債性金融商品）

当社の持分法適用関連会社であるCellebrite社は、2021年８月30日において米国ナスダック市場に上場する際に

締結した合併契約にて、価格調整条項、TWC Tech Holdings II Corp.（以下、「TWC社」という。）から承継した特

定の権利制限株式及びワラント負債について時価評価を行い負債として認識しております。

よって、Cellebrite社の株価の値動き等による当該負債の公正価値の変動に伴う持分法による投資損益を営業外

損益として計上しております。

 
(1) 合併契約に基づく価格調整条項

クロージング後の本取引の対価調整として、クロージング日から５年以内の、任意の30日間のうち20日間の

Cellebrite社の売買高加重平均価格（VWAP）が12.5米ドル、15米ドル及び17.5米ドルを超えた場合等には、各条

件を満たすごとに、それぞれ、5,000,000株（最大で15,000,000株）を当社を含むクロージング時の株主に対し

て、その保有比率に応じて発行することとなります。また、同期間において合併契約に定義されているChange of

Controlが発生した場合には、当該事象が発生したタイミングで15,000,000株が発行されます。

なお、2024年８月14日に12.5米ドル、2024年９月13日に15米ドルの条件を満たしております。

 
(2) 権利制限株式

Cellebrite社は、TWC社のスポンサーに対する権利制限株式を承継しております。クロージング日から７年以内

の、任意の30日間のうち20日間のCellebrite社の売買高加重平均価格（VWAP）が12.5米ドル及び15米ドルを超え

た場合等には、それぞれ3,000,000株、30米ドルを超えた場合等には1,500,000株の権利が確定することとなりま

す。また、同期間において合併契約に定義されているChange of Control が発生した場合には、当該事象が発生

したタイミングで7,500,000株が発行されます。

なお、2024年８月14日に12.5米ドル、2024年９月13日に15米ドルの条件を満たしております。

 
(3) ワラント負債

Cellebrite社は、TWC社との合併契約において、TWC社が発行したワラント負債（公募ワラント負債及び私募ワ

ラント負債）を承継しております。ワラント負債の保有者は2021年９月29日以降に１株当たり11.5米ドルの価格

でCellebrite社の株式を購入する権利を有しております。ワラント負債は、クロージング日から５年後、一定要

件に基づくCellebrite社による償還及びCellebrite社の清算時のいずれかにより失効します。

なお、2024年９月16日にすべてのワラント負債の償還が完了いたしました。
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（中間連結貸借対照表関係）

※　　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

　　　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 358千円 ―千円

支払手形 90,432千円 ―千円
 

 
（中間連結損益計算書関係）

※ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

給与手当及び賞与 278,439千円 346,393千円

研究開発費 499,296千円 465,100千円

貸倒引当金繰入額 △625千円 △200千円

賞与引当金繰入額 44,098千円 51,003千円

退職給付費用 8,864千円 10,157千円
 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 2,097,055千円 1,340,201千円

預け金（流動資産の「その他」） ―千円 14,303千円

預入期間が３か月超の定期預金 △204,623千円 △197,749千円

現金及び現金同等物 1,892,432千円 1,156,755千円
 

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日
定時株主総会

普通株式 452,648 20 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金
 

 
当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日
定時株主総会

普通株式 889,538 40 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月19日
取締役会

普通株式 1,113,196 50 2024年９月30日 2024年12月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

グローバル
データインテ
リジェンス事

業

エンターテイ
ンメント関連
事業

新規IT関連事
業

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高       

一時点で移転される財 41,466 2,732,334 1,406,629 4,180,430 ― 4,180,430

一定期間にわたり移転される
財

443,462 ― 24,211 467,673 ― 467,673

顧客との契約から生じる
収益

484,928 2,732,334 1,430,841 4,648,104 ― 4,648,104

外部顧客への売上高 484,928 2,732,334 1,430,841 4,648,104 ― 4,648,104

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 9,687 ― 9,687 △9,687 ―

計 484,928 2,742,022 1,430,841 4,657,792 △9,687 4,648,104

セグメント利益又は損失(△) 59,251 341,747 104,559 505,558 △434,102 71,456
 

(注) １　セグメント利益の調整額△434,102千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△434,102千円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの資産に関する情報

当中間連結会計期間において、持分法適用関連会社であるCellebrite社に係る持分法による投資損失の計上等に

より、グローバルデータインテリジェンス事業のセグメント資産が3,567,450千円減少しております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

グローバル
データインテ
リジェンス事

業

エンターテイ
ンメント関連
事業

新規IT関連事
業

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高       

一時点で移転される財 60,482 3,539,120 1,348,538 4,948,141 ― 4,948,141

一定期間にわたり移転される
財

516,731 ― 329,601 846,333 ― 846,333

顧客との契約から生じる
収益

577,213 3,539,120 1,678,140 5,794,474 ― 5,794,474

外部顧客への売上高 577,213 3,539,120 1,678,140 5,794,474 ― 5,794,474

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 94,627 ― 94,627 △94,627 ―

計 577,213 3,633,748 1,678,140 5,889,102 △94,627 5,794,474

セグメント利益又は損失(△) 74,951 391,035 105,090 571,078 △595,924 △24,845
 

(注) １　セグメント利益の調整額△595,924千円には、セグメント間取引消去73千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△595,997千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

 
（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

(１) １株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失
(△)

△189円88銭 18円05銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社に帰属す
る中間純損失(△)(千円)

△4,229,062 401,720

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失(△)
(千円)

△4,229,062 401,720

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,272 22,251

(２) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ― 18円02銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(千株) ― 36

(うち株式引受権(千株)) ― （26）

(うち新株予約権(千株)) ― （10）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当

たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 
（重要な後発事象）

Cellebrite社合併契約に基づく価格調整条項について、同社の売買高加重平均価格が2024年11月１日に17.5米ドル

を超えております。詳細につきましては、「注記事項（追加情報）（Cellebrite社における負債性金融商品）」に記

載のとおりであります。
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２ 【その他】

　第54期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）中間配当について、2024年９月19日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　1,113百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　50円00銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2024年12月12日

 

EDINET提出書類

サン電子株式会社(E02070)

半期報告書

24/27



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

2024年11月13日

サ ン 電 子 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

 

フロンティア監査法人

東京都品川区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤　　井　　幸　　雄  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 本　　郷　　大　　輔  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサン電子株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、サン電子株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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